






















A study on the curriculum reform in post-war and self-government activities;












































れら三人の研究者が，49 年から 50 年にかけてさまざまな実践を整理し理論化した，といえよう。






























64 年までの 17 年間在籍し，県下でも力のある校長であり茨教組水海道支部長（1956～61）も担
っていた。猪瀬校長は，52 年第一回読売教育賞，60 年教育功労者文部大臣表彰などの実績を残
し，64 年 3 月に退職している。
















長）であり，猪瀬は水海道小校長であった。水海道小は，1948～49 年の 2 年間，アメリカ軍政部


















教科名　学年 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
自治活動 1 1 1 2 4 4
内容教科
社会 5 5 6 6 6 6
理科 3 4 4 4 4 4
用具教科
国語 4 5 5 5 5 5
算数 3 3 3 4 4 4
音楽 2 2 2 2 2 2
図工 2 2 2 2 2 2
体育 3 3 3 3 3 3
裁縫 （2） （2）

















（『紀要第 5 集』108 頁）。単元展開例において，たとえば，「報道機関の利用と拡充」の単元の中
学年社会科の学習課題が，「学校新聞が私たちの学校生活にどのように役だっているか」に設定さ

















































































つ貴重な分析を行っている。小学校では 300 校のうち 7 割の 210 校が新聞部を設置していること，













































全国新聞教育研究会より新聞教育の実験校として委嘱（1952 年 9 月）されている。
先述の『学校史』にも，「週一回発行を目標にそれぞれ競い合って活動していた。時代によって
異なるかもしれないが，両方とも月五円とか十円とか有料」であり，「壁新聞も毎週作り替えてい















次頁〈表Ⅱ〉は，年間発行回数を調べたものであるが，56 年までは，ほぼ毎週 1 回発行し，57
年に激減，58 年に月 2 回，59 年にまた週 1 回に持ち直し，それ以降は月 2 回のペースで発行さ























りを検討してみた。下記〈表Ⅲ〉は，51 年度と 59 年度の社説内容を比較したもので，自治活動
の質を左右する〈分類（A）＝自治活動的なもの〉社説と〈分類（B）＝管理的なもの〉社説の割
合を比較検討したものである。
1951 年度に自治活動的な内容の社説が，60％あったものが，1959 年度には 18％に減少し，さ
〈表Ⅱ〉水海道小新聞部の『あかつき新聞』と『やまびこ新聞』の年間発行回数の変遷
年度 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963
あかつき 38 40 36 25 32 26 12 19 34 21 20 23 21
やまびこ 39 39 37 26 33 29 8 20 34 18 22 20 20





















た。PTA の新聞である『PTA 会報』発行 (1954 年～）当初には，毎号にわたり自治活動の紹介が
なされていた。新聞部の活動一つをとってみても，子どもの新聞が地域で購読され，地域の商店
の広告も載せた経営活動も新聞部は行っていた。また，年に 4 回発行された『PTA 会報』では，
自治活動や部の役員を紹介し，自治活動を盛り上げようという記事が多かった。子どもの自治活
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